
問
本
市
に
お
け
る
「
仕
事
と
生
活
の
調

和
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）」
を

推
進
す
る
た
め
の
取
り
組
み
は
。

答
企
画
部
長
／
少
子
高
齢
化
、
家
族
の

多
様
化
が
進
展
す
る
中
で
、
男
女
と
も
に

仕
事
や
育
児
な
ど
の
役
割
を
担
っ
て
い
く

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
男
女
が
仕
事

と
家
庭
生
活
を
両
立
さ
せ
る
に
は
、
市
民

や
社
会
全
体
が
男
女
共
同
参
画
の
意
識
を

持
つ
と
と
も
に
、
就
労
の
場
に
お
け
る
環

境
整
備
及
び
意
識
改
革
が
必
要
と
な
っ
て

い
る
。
本
市
で
は
、
第
三
次
沼
津
市
男
女

共
同
参
画
基
本
計
画
に
基
づ
き
、
ワ
ー
ク
・

ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
の
た
め
、
家
庭
、

地
域
を
対
象
と
し
た
学
習
機
会
や
、
地
域

問
新
市
民
体
育
館
整
備
に
向
け
て
、
基

本
構
想
が
策
定
さ
れ
た
が
、
①
基
本
構
想

の
位
置
づ
け
は
。
②
今
後
、
策
定
さ
れ
る

基
本
計
画
の
策
定
の
時
期
と
そ
の
内
容
は
。

③
事
業
費
の
概
算
と
財
源
の
確
保
に
つ
い

て
の
認
識
は
。

答
教
育
次
長
／
①
基
本
構
想
は
、
新
市

民
体
育
館
整
備
に
当
た
り
、
現
在
の
体
育

館
の
課
題
等
を
整
理
し
、
新
た
に
導
入
す

る
機
能
や
建
設
場
所
な
ど
、
事
業
の
根
幹

を
な
す
事
項
に
つ
い
て
、
そ
の
基
本
的
な

考
え
方
や
方
向
性
を
示
し
た
も
の
で
あ
る

と
認
識
し
て
い
る
。
②
基
本
構
想
に
基
づ

き
、
基
本
計
画
を
平
成
二
十
六
年
度
中
に

策
定
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。
そ
の
中
で
、

問
国
民
皆
保
険
制
度
の
か
な
め
で
あ
る

国
民
健
康
保
険
は
、
不
景
気
や
社
会
保
障

制
度
の
改
悪
に
よ
り
、
納
付
困
難
な
世
帯

が
ふ
え
て
き
て
い
る
と
考
え
る
が
、
①
国

民
健
康
保
険
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の

認
識
は
。
②
一
般
家
庭
に
お
け
る
保
険
料

負
担
は
。
③
平
成
二
十
四
年
度
国
民
健
康

保
険
事
業
特
別
会
計
の
実
質
収
支
額
の
活

用
や
、
一
般
会
計
か
ら
の
法
定
外
繰
入
金

の
増
額
等
に
よ
る
、
保
険
料
の
引
き
下
げ

に
つ
い
て
の
認
識
は
。

答
市
民
福
祉
部
長
／
①
国
民
健
康
保
険

制
度
は
、
国
民
皆
保
険
の
中
核
と
し
て
、

市
民
が
安
心
し
て
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
、

心
身
と
も
に
健
康
な
生
活
を
送
る
上
で
重

問
沼
津
市
・
戸
田
村
合
併
に
伴
う
新
市

建
設
計
画
に
掲
げ
ら
れ
た
事
業
の
進
捗
状

況
と
、
未
実
施
の
事
業
の
今
後
の
予
定
は
。

答
企
画
部
長
／
新
市
建
設
計
画
に
掲
げ

た
七
十
二
事
業
中
、
六
十
五
事
業
を
実
施

し
、
事
業
実
施
率
は
約
九
○
％
と
な
っ
て

い
る
。
進
捗
が
お
く
れ
て
い
る
事
業
と
し

て
は
、
地
域
内
の
道
路
改
良
工
事
や
、
今

後
大
規
模
な
修
繕
工
事
が
必
要
な
松
城
邸

の
歴
史
活
用
事
業
な
ど
が
あ
る
。
ま
た
、

未
着
手
の
事
業
と
し
て
は
、
主
要
地
方
道

修
善
寺
戸
田
線
な
ど
の
道
路
事
業
、
戸
田

港
の
防
波
堤
整
備
な
ど
の
漁
港
整
備
事
業
、

林
道
舟
山
上
野
線
整
備
事
業
、
温
泉
施
設

機
能
強
化
事
業
、
Ｂ
＆
Ｇ
海
洋
セ
ン
タ
ー

で
育
児
や
介
護
を
支
え
る
環
境
整
備
に
努

め
て
い
る
。
ま
た
、
平
成
二
十
年
度
か
ら
、

仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援
に
取
り
組
む
事

業
所
を
男
女
共
同
参
画
推
進
事
業
所
と
し

て
認
定
す
る
制
度
を
実
施
し
て
お
り
、
平

成
二
十
五
年
十
一
月
末
現
在
で
四
十
五
事

業
所
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
こ
と
か

ら
、
事
業
所
に
お
け
る
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・

バ
ラ
ン
ス
実

現
の
た
め
の

取
り
組
み
が

広
が
っ
て
き

て
い
る
も
の

と
認
識
し
て

い
る
。

ア
リ
ー
ナ
や
武
道
場
な
ど
主
要
施
設
の
仕

様
、
駐
車
場
な
ど
附
帯
施
設
の
仕
様
等
を

示
す
と
と
も
に
、
地
震･

津
波
等
大
規
模

災
害
時
の
災
害
拠
点
機
能
な
ど
、
多
目
的

に
利
用
で
き
る
よ
う
に
計
画
し
た
い
と
考

え
て
い
る
。
③
事
業
費
の
算
出
に
は
、
基

本
設
計
等
を
行
う
必
要
が
あ
る
が
、
基
本

構
想
で
示
さ
れ
た
規
模
と
同
等
の
体
育
館

の
事
例
な
ど
を
参
考
に
概
算
の
事
業
費
を

検
討
す
る
と
と
も
に
、
整
備
費
の
縮
減
に

努
め
て
い
き
た
い
。
財
源
計
画
に
つ
い
て

は
、
民
間
資
金
を
活
用
す
る
手
法
の
一
つ

で
あ
る
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
導
入
も
視
野
に
入
れ
、

よ
り
有
効
な
手
段
を
選
択
で
き
る
よ
う
検

討
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
と
認
識
し
て
い
る
。

し
か
し
、
財
政
基
盤
の
弱
さ
に
加
え
、
収

納
率
の
低
迷
や
増
大
す
る
医
療
需
要
へ
の

対
応
な
ど
、
厳
し
い
運
営
を
余
儀
な
く
さ

れ
て
お
り
、
安
定
的
な
財
政
基
盤
の
確
立

が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
②
た
だ

し
書
き
所
得
二
百
万
円
、
資
産
税
額
五
万

円
、
夫
婦
と
子
供
一
人
世
帯
の
場
合
、
平
成

二
十
四
年
度
の
保
険
料
は
三
十
五
万
九
千

円
で
、
所
得
の
一
七・九
五
％
と
な
っ
て
い

る
。
③
高
齢
化
の
進
行
や
医
療
の
高
度
化

な
ど
に
よ
り
保
険
給
付
費
は
年
々
増
加
し

て
お
り
、
今
後
も
医
療
費
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
中
、
保
険
料
の
引
き
下
げ
は
難
し

い
状
況
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

プ
ー
ル
棟
改
築
事
業
が
あ
る
。
こ
れ
ら
は
、

用
地
確
保
に
お
け
る
地
権
者
の
同
意
や
関

係
団
体
と
の
調
整
、
他
事
業
の
進
捗
に
よ

る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
や
県
の
財
源
確
保
な
ど
、

そ
れ
ぞ
れ
に
課

題
が
あ
る
が
、

県
や
関
係
機

関
と
連
携
を

図
り
、
地
域

の
協
力
を
仰

ぎ
な
が
ら
、

戸
田
地
域
の

さ
ら
な
る
振

興
を
図
っ
て

い
く
。

片
岡
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川
口

　三
男

山
崎

　勝
子

水
口

　淳

ワーク・ライフ・バランスの推進は

新市民体育館整備基本構想の位置づけは

国民健康保険料の引き下げは

沼津市・戸田村新市建設計画の
執行状況は

若
い
世
代
へ
の
支
援
拡
充

国
民
健
康
保
険
料
の
引
き
下
げ

新
市
民
体
育
館
基
本
構
想

地
域
活
性
化

▲新市建設計画により、各種事業が進められて
いる戸田地区

▲平成 25年度の男女共同参
画推進事業所認定証交付式
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問ららぽーと建設による本市の経済への影響は。
答 （仮称）ららぽーと沼津は、店舗面積が 6 万㎡、テ

ナント数は約 200 店を予定しており、半径 30km 圏
内からの集客や、3,000 ～ 4,000 人の雇用の創出、
周辺の土地の価値向上等が見込まれる。

問 ららぽーとと中心市街地は、お互いに共存共栄を図っ
ていくべきと考えるが、現在の中心市街地活性化基
本計画が終了する平成 27 年 3 月末以降の計画は。

答 今後も、中心市街地の活性化は重要であると考えて
いるため、地方都市リノベーション事業の採択を目
指し、準備を進めている。

問 中心市街地活性化基本計画と地方都市リノベーショ
ン事業の違いは。

答 現行の中心市街地活性化基本計画のエリアは、全てカ
バーできる。また、補助金の交付率は 40％が 50％と
なり、民間に対しても補助金が出るなど、中心市街地
活性化計画よりもグレードアップしたものとなる。

意　見　書

　この意見書は、平成 25 年 12 月
17 日に可決された後、関係官庁等
へ送付しました。

※ 意見書とは、市だけの努力では解決できな
い公共の利益に関する問題について、市議
会の意思をまとめて国や県に要望するもの
です。

「市立病院東側の土地利用」について
全員協議会を開催しました！

　平成 25 年 11 月 19 日に全員協議会を開催し、市当局から、
市立病院東側の土地利用について事業推進を図っていくとの
報告があり、協議を行いました。
　ここでは、その内容をお知らせします。

議
　
会

平
成
25
年
９
月
６
日

全員協議会を開催
「市街化調整区域の土地利用とまちづくり」

市当局から、「広域的なアクセスの向上が
見込まれ、一体的な土地利用が図れる市街化
調整区域については、法律の許す範囲で開発
の可能性を探っていく。」との報告を受けた。

議
　
会

平
成
25
年
11
月
19
日

全員協議会を開催
「市立病院東側の土地利用」
◆全員協議会のまとめ

本件は、当該地域だけでなく、本市全体の
活性化にかかわる重要な問題である。全員協
議会で発言した議員の方向性は一致しており、
議会としては、市当局に対し、スピード感を
持って今後の対応に当たるよう要望した。

市
民
の
声

平
成
25
年
11
月
11
日

地権者及び地域の連合自治会から、「大型
商業施設ららぽーとの建設を計画する三井不
動産 ( 株 ) を第一優先交渉権者として選定し、
事業推進に向けて、市の協力をお願いした
い。」との要望が市長に出された。

市
当
局

法令上の制約やインフラ整備などの課題、
中心市街地のまちづくりへの影響なども見定
めつつ、事業促進を図っていく。

※これまでの経緯は、議会だより12月1日号（第199号）の4ページを御参照下さい。

全員協議会開催までの経緯

全員協議会で交わされた質疑
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新聞を初め生活必需品に消費税の軽減税率の適用を求める意見書

国においては、景気回復に向けて積極的政策を展開中であるが、今後、国民の所得が順調
にふえるかは明らかではない。

新聞は世界の動きから日本、そして地域の動きまで、人々の息遣いを伝えることができ、
広範なニュースや情報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く住民・読者に提供すること
により、民主主義社会の健全な発展と国民生活の向上に大きく寄与している。

ヨーロッパ各国を中心に、海外では、低所得者層ほど重くなる負担感を緩和する仕組みと
して、新聞を初め、食料品や水、医薬品などの生活必需品に対して軽減税率を適用し、消費
者負担を軽くしている。軽減税率を生活必需品に適用することは、日々の生活の安定に直結
することであり、消費者として税の負担軽減を実感しやすいというメリットがある。また、
社会的・経済的弱者に経済的負担がふえると、格差が拡大し、社会的不安を招くおそれがある。

言うまでもなく、民主主義の主役は地域住民であり、その地域住民が正しい判断を下すに
は、政治・経済・社会など、さまざまな分野の情報を手軽に入手できる環境が重要である。
そのためにも、「知識には課税せず」という認識がヨーロッパ各国でほぼ共通している。

加えて、近年、いわゆる文字離れ、活字離れによってリテラシー（読み書き能力）の低下
が懸念されている。地域住民、ひいては国民のリテラシーが低下していくことは、国や行政
の文化政策の観点からも好ましいことではない。

よって、国においては、新聞を初め生活必需品に消費税の軽減税率を導入するよう強く要
望する。


